
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有形固定資産（特
定償却資産）

建 物 9¶841¶949¶247 506¶970¶208 42¶716¶425 10¶306¶203¶030 5¶679¶800¶563 399¶519¶949 ` ` ` 4¶626¶402¶467

構 築 物 1¶655¶329¶566 32¶218¶679 ` 1¶687¶548¶245 1¶007¶775¶016 53¶407¶202 ` ` ` 679¶773¶229

工 具 器 具 備 品 653¶898¶217 109¶079¶775 ` 762¶977¶992 595¶061¶013 50¶430¶568 ` ` ` 167¶916¶979

図 書 3¶790¶086 ` ` 3¶790¶086 ` ` ` ` ` 3¶790¶086

船 舶 6¶415¶193¶874 ` 20¶963¶250 6¶394¶230¶624 6¶388¶732¶142 171¶922¶369 ` ` ` 5¶498¶482

計 18¶570¶160¶990 648¶268¶662 63¶679¶675 19¶154¶749¶977 13¶671¶368¶734 675¶280¶088 ` ` ` 5¶483¶381¶243

有形固定資産（特
定償却資産以外）

建 物 876¶213¶673 92¶950¶140 ` 969¶163¶813 226¶285¶624 81¶583¶890 ` ` ` 742¶878¶189

構 築 物 214¶145¶362 6¶047¶448 ` 220¶192¶810 62¶423¶742 16¶454¶738 ` ` ` 157¶769¶068

工 具 器 具 備 品 3¶795¶073¶569 460¶656¶044 6¶282¶417 4¶249¶447¶196 3¶134¶592¶079 674¶745¶964 ` ` ` 1¶114¶855¶117

図 書 961¶169¶068 19¶591¶458 ` 980¶760¶526 ` ` ` ` ` 980¶760¶526

船 舶 33¶617¶358 2¶299¶500 997¶500 34¶919¶358 28¶232¶297 5¶897¶787 ` ` ` 6¶687¶061

車 両 運 搬 具 18¶902¶020 ` ` 18¶902¶020 17¶555¶845 309¶435 ` ` ` 1¶346¶175

計 5¶899¶121¶050 581¶544¶590 7¶279¶917 6¶473¶385¶723 3¶469¶089¶587 778¶991¶814 ` ` ` 3¶004¶296¶136

（金融商品関係）
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ
いては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規程に基
づき、国債のみを保有しており株式等は保有しておりません。

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 投資有価証券及び有価証券
満期保有目的の債券 1¶201¶055¶846 1¶259¶029¶224 �57¶973¶378

] 現金及び預金 2¶240¶271¶317 2¶240¶271¶317 `

^ 未払金 （1¶243¶306¶489） （1¶243¶306¶489） `

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており
ます。

] 現金及び預金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

^ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（賃貸等不動産関係）
当法人は、東京都その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総
額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
（東日本大震災復旧・復興対応関係）
\ 被災した本学学生の就学機会確保のための授業料等減免を実施しました。
授業料等の減免にあたっては、復興特別会計分として運営費交付金（3¶553¶000円）の措置を受
けております。

] 平成24年度補正予算第１号による復興関連事業分（事項「太陽光発電・蓄電池を活用した非常
用電源の整備」）として運営費交付金（87¶512¶000円）の措置を受けております。

^ 被災した本学施設・設備の復旧を実施しました。
被災施設・設備の復旧にあたり、平成23年度第３次補正予算により措置のあった運営費交付金
（35¶400¶000円）のうち、修繕未完了分（16¶341¶390円）の修繕を完了し、被災した本学施設・設
備の復旧を完了しました。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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